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　The present study aimed to provide knowledge on the promotion of interprofessional 
collaboration including health professionals who implement care for the elderly with a wide 
variety of needs. A survey was carried out to understand elderly care professionals 
awareness of their specialties and cooperation with other specialists. Subjects were ４９ 
physical therapists, speech therapists, occupational therapists, dietitians, nurses, and care 
workers who have been working for approximately four years in long-term care health 
facilities, hospitals, and care stations in Prefecture A. Survey items included: １） specialties 
and disadvantages regarding the professions of the subjects, ２） the necessity of 
collaborating with other professionals and its reasons, ３） priorities in collaborating with 
other professionals, and ４） the degree of ease in collaborating with other professionals and 
its reasons. Data were analyzed by tallying up scores by survey item. Descriptions were 
classified according to their similarities, and category names reflecting their themes were 
added. Associations among the categorized data were then examined to identify factors 
contributing to the promotion of collaboration. The results were as follows: The subjects 
collaborated with other health professionals while recognizing its necessity, and most of 
them cooperated with nurses. Health professionals involved in elderly care were aware of 
their specialties and disadvantages, and attempted to provide care that compensates for 
those weak points in collaboration with other professionals. It is also necessary to set up 










































































































































































































































































































シ ス テ ム
相談する職種がいない
業務内容、時間の都合が違う
業務の縦割り構造
スタッフが多すぎて相談しにくい
相手の仕事を増やすことになる気　兼　ね
※網掛けは介護福祉士、網掛けなしはリハビリ職
　看護師は（看護）とした。
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　介護福祉士は、「業務範囲の狭さ」「医学・リハビリの
知識に乏しい」と認識しているが、「対象に接する時間が
長く、異変に気付ける」立場を活かし、看護師やリハビ
リ職に情報提供することで自己の職種の専門性を発揮
し、ケアしていると思われる。
　リハビリ職は、「リハビリ以外の生活が見えにくい」
「家族との関係がとりにくい」「退院後に利用できる制
度面の知識に乏しい」が、「じっくりと対応する時間があ
る」「日常生活能力の向上ができる」ことから、多岐にわ
たる職種と連携していると考えられる。
　これらのことから、各専門職が自己の職種の弱点を認
識した上で、他職種の専門性を活かし、自己の職種の弱
点を補完していることが明らかとなった。
２．連携している職種の優先順位
　連携している職種の優先順位１位となった看護師は、
石鍋らの１３ ）調査結果でも第１位に挙げられ、その理由が
療養生活の状況や患者の症状や全身状態についての情報
収集となっている。高齢者ケアとリハビリテーション医
療という対象の違いがあり単純には比較はできないが、
本研究でも看護師が各専門職から情報が求められる立場
にあることが明らかになった。このことは、医療的判断
が必要な健康問題のある高齢者が多いことも背景にある
と考えられる。
　また、社会福祉士及び介護福祉士法施行規則第２７条第
２項「社会福祉士及び介護福祉士は、その業務を行うに
あたり、医師その他の医療関係者の関与が必要となった
場合には、医師その他の医療関係者に連絡しなければな
らない。」１４ ）とあることから、介護福祉士が連携の必要
性を判断したものと思われる。
３．他職種と連携し易い理由・連携しにくい理由と多職
種連携
　リハビリ職と栄養士が連携しにくいとする回答割合
は、看護師、介護福祉士に比較して高かった。このこと
は、看護師や介護福祉士が対象の側に交代しながらでは
あるが２４時間いることを考えると、リハビリ職は、機能
訓練部分、栄養士は食事で対象との関わる時間が限定さ
れ、他職種との時間の共有も少ない。リハビリ職が連携
しにくいという回答理由から、他職種と“場”や“時間”
の共有が少ないことも連携の阻害要因となっていると思
われる。
　松澤１５ ）がカンファレンスの回数が少ないことや口頭で
はシフト制で勤務するスタッフに情報提供の困難さがあ
ると述べているように、システムや環境が連携に影響す
るものと思われる。対象と接する時間が限られる職種や
シフト制で勤務する多職種が情報交換できる“場”や
“時間”を設定することが連携促進の要因になり得ると
考える。
Ⅷ　結論
１．各専門職は連携の必要性を認識して多職種と連携し
ており、看護師が連携する職種の第１位であった。
２．各専門職は、自己の職種の専門性と弱点を認識し、
他職種と連携して弱点を補完したケアをしようとして
いた。
３．多職種連携では意見交換のできる時間や場を設定す
ることも必要である。
Ⅸ　おわりに
　本研究は１設置主体の対象に限られていることから一
般化はできない。今後は、中心的専門職の連携事例を収
集して検討することや所属施設のマネジメントの実態・
課題を検討していく必要がある。
註
１）厚生労働省患者調査によると、７０歳以上の高齢者の
総数に対する入院割合（総人口に占める７０歳以上
の割合）は、昭和５０年、１８.１％（４.８％）、昭和５８年、
２８.９％（６.４％）、平成２０年５７.８％（１５.８％）である。
２）平成９年２月２１日に文部科学省は２１世紀医学・医療
懇談会第２次報告「２１世紀に向けた介護関係人材育
成の在り方について」において、介護関係人材育成
の視点として①専門的知識・技術と豊かな人間性を
兼ね備えた資質の高い人材の育成、②福祉、医療、
保健が連携した総合的なケアチームの推進、③介
護・福祉についての認識の高揚を挙げた。また、介
護関係人材育成の在り方においても職種関連携の強
化をしていくことが重要であると報告された。ま
た、ここでは「介護関係人材」に社会福祉士、介護
福祉士、看護師、保健師、理学療法士、作業療法
士、医師、歯科医師、薬剤師を総称して言うと述べ
ている。
３）石鍋圭子，野々村典子，吉田真季ら：リハビリテー
ション医療における職種間連携の実態と看護婦の役
割，リハビリテーション連携科学，１（１）：１４１－
１４９，２０００；石鍋らの調査目的は、①リハビリテー
ション医療の現場における職種間連携の実態を把握
する。②チーム医療における看護師の役割を明確に
する。③チーム医療推進のための方策について示唆
を得ることを目的に行った全国調査である。調査対
象者は、看護師、准看護師、医師、理学療法士、作
業療法士、言語聴覚士、ソーシャルワーカーである。
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